
               

 

第二期 千葉県子ども・子育て支援事業支援計画の策定について（案） 

 

１ 計画策定の趣旨 

○ 急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に鑑み、   

平成２４年に子ども・子育て支援法をはじめとする子ども・子育て関連３法が 

制定され、子ども・子育て支援の新たな制度が創設された。 

○ 平成２７年度からの新制度において、住民に最も身近な市町村が、新制度の 

実施主体として、幼児期の学校教育・保育、子育て支援のニーズを把握し、   

「子ども・子育て支援事業計画」を策定の上、認定こども園・幼稚園・保育所   

などの整備を進めるほか、地域子ども・子育て支援事業などを実施し、妊娠・  

出産期からの切れ目ない支援を行っている。 

○ 県では、市町村がこれらの役割を果たすために必要な支援を行うとともに、  

子ども・子育て支援のうち、特に専門性の高い施策及び各市町村の区域を超えた

広域的な対応が必要とされる施策を講じるため、「千葉県子ども・子育て支援  

事業支援計画」を策定している。 

○  今年度は、平成２７年度から令和元年度までの現計画の最終年度となるため、

県の関係諸計画との調整を図りながら、次期計画の策定を行う。 
 

２ 計画の位置づけ 

◯ 子ども・子育て支援法６２条の規定による「都道府県子ども・子育て支援事業

支援計画」 

 ◯ 認定こども園・幼稚園・保育所などの整備を進めるほか、地域子ども・子育て

支援事業などを実施し、妊娠・出産期からの切れ目ない支援を行う。 

 

３ 次期計画の策定方法 

○ 次世代育成支援対策推進法第９条の規定による「次世代育成支援行動計画」

と子ども・子育て支援法第６２条の規定による「子ども・子育て支援事業支

援計画」を一体的に策定する。 

○ 次期計画は、次世代育成支援行動計画について協議する次世代育成支援対策 

千葉県協議会と、子ども・子育て支援事業支援計画について協議する千葉県

子ども・子育て会議において、課題や施策の方向性について検討する。 
 

子ども・子育て会議：子ども・子育て支援法第７７条第４項 

次世代育成支援対策千葉県協議会：次世代育成支援対策推進法第２１条第１項 
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○ 関連計画について、関係課との連携を密にして、関係団体の意見を反映させ

るとともに、パブリックコメントで、子育て中の親等を含む県民から広く意

見を伺う。 

○ 「次世代への飛躍 輝け！ちば元気プラン（千葉県総合計画）」や「第三次 千

葉県地域福祉支援計画」等の関連諸計画との整合を図る。 

○ 「新・放課後子ども総合プラン」、児童福祉法改正等及び関連施策の動向を反

映させる。 

○ 国が示す基本指針※に即し、各市町村が「量の見込み」の算出等の考え方を活

用して、各市町村における子ども・子育て会議の議論を経て、市町村計画を

定める。県は基本方針に即して、各市町村の見込みを受け、教育・保育及び

地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他子ども・子育て支援法

に基づく業務の円滑な実施に関する計画を定める。 

※次頁「子ども・子育て支援法に基づく基本方針の改正（案）について」 

 

 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

次世代育成

支援行動計

画 

新千葉県次世代育成支援行動計画 

（前期計画）（５年間（H27～R1）） 
 

（仮称）新千葉県次世代育成支援行動計画 

 （後期計画）及び 

（仮称）第二期千葉県子ども・子育て 

支援事業支援計画 を一体的に策定 

（５年間（R2~6）） 

千葉県子ど

も・子育て

支援事業支

援計画 

子ども・子育て支援事業 

支援計画（５年間（H27～R1）） 

 

 

４ 次期計画の策定スケジュール（令和元年度） 

７月 課題の整理（次世代協議会、子ども・子育て会議） 

９月～１０月 骨子案・計画素案協議（次世代協議会、子ども・子育て会議） 

１１月～１２月 計画案協議（次世代協議会、子ども・子育て会議） 

１２月～１月 パブリックコメント・市町村意見照会 

２月 計画最終案協議（次世代協議会、子ども・子育て会議） 

３月 総合調整（次世代推進本部会議）、計画の決定 

※ 公表は、令和２年４月を予定 
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